


























































州議会及び理事会規則（Regulation （EC） No 864/2007 of the European 
Parliament and of the Council of 11 July 2007 on the law applicable to 





























































































































































































































































































































































他的経済水域及び大陸棚に関する法律」（平成 8 年 6 月14日法律第74号）（39）
（以下，「EEZ法」という。）が既述の㋑㋺㋩の問題を解決するかである。
すなわち，EEZ法 3 条が排他的経済水域に関わる抵触規則になりうるかを

































































































































































































































kantei.go.jp/jp/singi/kaiyou/sanyo/20170330/ikensho_betten.pdf（最 終 確 認 日2018年
1 月15日）。）を参照。ただし，同PTの平成26年度の報告書（総合海洋政策本部ウ
ェブサイトよりダウンロード可能。URLはhttp://www.kantei.go.jp/jp/singi/kaiyou/
sanyo/20150526/sanyo_betten.pdf（最終確認日2018年 1 月15日）。）の 1 頁， 3 頁およ
び 6 頁によれば，労働関係制度の検討が行われており，その中で私法関連の検討がな
された可能性は否定できない。
（ 8 ）　OJ L 199/40 ［31.7.2007］. なお，同法は，不法行為などから生じる契約外債務に
関する抵触規則を定めたものである。
（ 9 ）　Proposal for a regulation of the European Parliament and the Council on the law 
applicable to non-contractual obligations （Rome II）, COM （2003） 427 final, p.38.
　　　なお，委員会案18条は，具体的に以下（括弧内の訳は筆者が付したもの。）のよ
うに定める。
Article 18 – Assimilation to the territory of a State
（第18条―国家の領域への同化）
For the purposes of this Regulation, the following shall be treated as being the 
territory of a State（この規則の適用上，次に掲げるものは国家の領域であるとみ
なす。）:
ａ） installations and other facilities for the exploration and exploitation of natural 
resources in, on or below the part of the seabed situated outside the State’s 
territorial waters if the State, under international law, enjoys sovereign rights 








いるものである。法制審議会国際私法（現代化関係）部会・前掲注（ 4 ）第 8 回会
議議事録20頁，法例研究会・前掲注（ 6 ）194頁。
（10）　委員会案18条と同じ規定が，2005年7月6日付の欧州議会からの案の第20条にある。
（Position of the European Parliament adopted at first reading on 6 July 2005 with 
a view to the adoption of Regulation （EC） No .../2005 of the European Parliament 
and of the Council on the law applicable to non-contractual obligations （Rome II）, 
OJ C 157 E/371 ［6.7.2006］, p.379.）
　　　しかし，その後の2006年 2 月21日付の欧州委員会からの修正案（Amended proposal 
for a European Parliament and Council Regulation on the law applicable to non-
contractual obligations （Rome II）, COM （2006） 83 final, p20.）および2006年 9 月25日付
の欧州理事会の「共通の立場（common position）」（Council document 9751/7/06 REV 
7 ADD1 ［25.9.2006］, p15.なお，「共通の立場」の条文案自体は，Council document 



























年 8 月12日 発 行 の 米 国 国 務 省 資 料 で あ るU.S.Department of State, Bureau of 
Intelligence and Research,“Limits in the Seas No.46: Theoretical Areal Allocations 
of Seabed to Coastal States”, August 12, 1972（http://www.state.gov/documents/

















条 2 項の婚姻挙行地法をどう解するかが問題となる。また，通則法24条 2 項には同












者による準拠法選択がない場合，通則法 8 条 1 項により最密接関係地法への客観的
連結が行われるが，その際，同条 2 項および 3 項に推定規定が用意されている。こ




則法 8 条 3 項にいう不動産の所在地が排他的経済水域上となった場合，やはりここ
でも㋑，㋺，㋩のうちどう捉えるかが問題となる。しかし，通則法 8 条 2 項および
3 項はあくまでも最密接関係地法を推定しているにすぎないため，推定を覆して同
条 1 項に基づき最密接関係地法を準拠法とすることは可能であるし，排他的経済水
域を公海と同様に扱うとする場合，同条 2 項または 3 項の推定はおよばないとして，
やはり同条 1 項に基づいて最密接関係地法を準拠法とする対応も可能と考えられる。
　　　また，通則法施行前に締結された契約については通則法附則 3 条 3 項によって法








（学陽書房，1984年）73頁〔第 7 条，斉藤信一執筆〕，山田鐐一『国際私法 第3版』
（有斐閣，2004年）328頁）が存在する。しかし，当事者による明示の準拠法選択が
なく，契約に関わる諸事情を考慮して黙示の準拠法選択を探求した結果これを認め

















（18）　大正 3 年 2 月10日条約第 1 号。
（19）　この議論に関する学説や裁判例の整理については，箱井崇史編著『船舶衝突法』
（成文堂，2012年）322-336頁〔松田忠大執筆〕，櫻田嘉章＝道垣内正人編『注釈国































































（39）　この法律の第 1 条第 1 項に基づいて，わが国は排他的経済水域を設定している。
（40）　水産庁漁政部企画課監修・海洋法令研究会編著『国連海洋法条約関連水産関係法


















（45）　Perforaciones Maritimas Mexicanas, S.A. de C.V., et al. v. Grupo TMM, S.A. de 
C.V., et al., No. G-05-419, 2007 U.S. Dist. LEXIS 34657（S.D.Tex. May 10, 2007）.
（46）　Mauricio Sosa v. Scott Pfeiffer, et al., No. 10cv0280JAH（BLM）, 2013 U.S. Dist. 
LEXIS 132295（S.D.Cal. Sept. 16, 2013）.
（47）　Lauritzen v. Larsen, 345 U.S. 571 （1953）.
（48）　Hellenic Lines Ltd. v. Rhoditis, 398 U.S. 306 （1970）.


























心として―」外務省編『海洋法と海洋政策 第 7 号』（外務省，1984年）59頁以下参照。
（56）　法制審議会国際私法（現代化関係）部会・前掲注（ 4 ）第 8 回議事録20頁。
（57）　Dicey, Morris and Collins on The Conflict of Laws, 35-033 （Lord Collins of 
Mapesbury et al. eds., Sweet & Maxwell, 15th ed. 2012）は, ローマⅡ規則 4 条 1 項
は排他的経済水域にも適用されるべきとする。また，Jürgen Basedow, “RomeⅡ 
at Sea－General Aspects of Maritime Torts－” （2010） 74 RabelZ pp.134-135, p.138
は，国連海洋法条約が沿岸国に権利を認める事項に関する活動に対する私法の適用
においては，排他的経済水域は沿岸国の一部として扱われるべきとする。
